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1. 国税庁の内部統制充実の要請

　大企業の税務コンプライアンスの維持・向上には、トップマネジメントの積極的な関与・指導の下、

大企業が自ら税務に関するコーポレートガバナンスを充実させていくことが重要かつ効果的であること

から、その充実を促進するとともに、効果的・効率的な調査事務運営を推進するため、「税務に関するコー

ポレートガバナンスの充実に向けた取組の実施要領の制定について」を表題とする事務運営指針を、昨

年 8月に国税庁長官が各国税局等に発した。

　年々複雑化する税制や移転価格税制などにより生じる大規模な修正申告や更正事例を減少させること

により、納税者と税務当局の双方の負担を軽減することを意図している。日本の税制において、いわゆ

る事前承認は原則として行われないこととなっており、課税当局の判断が申告後の税務調査でしか明ら

かにならないということから生じる修正申告等の税務リスクを軽減する効果も期待できると考える。

　コーポレートガバナンスとは、日本語では「企業統治」を意味し、以前指摘した内部統制の限界であ

る経営者による内部統制の無視や内部統制の弱点の悪用のリスクを軽減するためには、優れたコーポ

レートガバナンスが必要となる。上場企業は、2015 年 6 月より、日本政府の「日本産業再興プラン」

の具体的な施策である「企業統治」の強化を官民挙げて実行する規範であるコーポレートガバナンスコー

ドの策定を反映した東京証券取引所の上場規則の改定により、コーポレートガバナンス報告書にコーポ

レートガバナンスコードの実施に関する情報開示が義務付けられている。上記改定された同取引所の上

場規則は、本事務運営指針と同様に企業の透明性を確保することを目的としている。

　「税務に関するコーポレートガバナンスの充実に向けた取組の事務実施要領」において、確認項目は

次の 5項目である。

　①トップマネジメントの関与・指導

　②経理・監査部門の体制・機能の整備・運用

　③内部牽制の働く税務・会計処理手続の整備・運用

　④税務に関する情報及び再発防止策の社内への通知

　⑤不適切な行為の抑制策の整備・運用

　担当官は、企業の取組が形式的なものではなく、実効性が確保されているかなどの観点から評価する

こととなっており、会計監査人の内部統制監査とほぼ同様である。税務に関する内部統制が有効に整備・

運用されていると評価されると、税務当局と見解の相違が生じやすい項目等を自主開示することを条件

に、調査間隔が延長される。

2. 中堅中小企業の税務内部統制の整備・運用方法

　本運営指針は資本金一億円以上の企業を対象としているが、いわゆる経理部門についての内部統制を

整備するにあたって考慮すべき事項は、「③」の内部牽制の方法については、担当者が単独となる場合

の対処方法を、小規模企業は中大規模企業とは別の手法で行わざるを得ないこと以外は、企業規模の大

小にかかわらず同様である。

　大企業と比べて組織が簡素で済み、経理部門と業務部門との連携が容易である中堅中小企業は、年々

複雑化する税制に対応可能な内部統制を、外部専門家や最新の ICT 技術を活用することにより、十分に

整備・運用可能であると考える。もちろん、経営者が税務コンプライアンスを常に意識することは絶対

条件である。税務当局と軋轢が生じないようにすることは、経済的には加算税等の無用な負担を回避で

き、風評リスクも回避できることから、企業の維持存続の前提条件の一つである。
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